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要 約

平成 9～17年度の大学入試センター試験「地理歴史」教科のデータの分析結果から，現
行の平均点差による得点調整手続きについての利点と限界点を整理した．その結果，平均
点によって分布の違いを検出するのでは不十分であることがわかった．したがって，本研
究では，分布の違いをパーセンタイル得点差や絶対平均偏差，偏差平方平均平方根，完全
情報最尤法による平均点差などの複数の指標によって監視するという多重指標モニタリン
グという得点調整手続きを提案した．

キーワード：得点調整，「地理歴史」，完全情報最尤法，ランダム欠測

1 はじめに

大学入試センター試験において利用されている
得点調整の手続きは，「原則として，20点以上の平
均点差が生じ，これが試験問題の難易差に基づく
ものと認められる場合には，得点調整を行う（大学
入試センター，2006）」というものであり，得点調
整を行うかどうかの判断は得点調整判定委員会が
行っている．得点調整の仕方は，分位点差縮小法
（reduced percentile method, RPM；前川，2003）
を用いて平均点差を 15点までに縮小する．以上の
手続きを単純に図示したものが図 1である．具体
的には，得点調整対象科目は，平成 19年度実施教
科科目で言えば，地理歴史の「世界史 B」「日本史
B」「地理 B」，公民の「現代社会」「倫理」「政治・
経済」，理科の「物理 I」「化学 I」「生物 I」「地学
I」である．
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実際には，平均点だけで得点調整の要否を判断
することが難しい．平均は，分布の位置を示す統
計量である．したがって，歪みの少ない単峰分布
のとき，平均が得点調整を行う上で良い指標であ
るためには，比較する分布の形状が類似している
必要がある．付録 Aは，平成 9 (1997)～平成 17
(2005)年度大学入試センター試験の「地理歴史」
教科における 3科目の得点分布である．「世界史
B」と「日本史B」の分布の形状は比較的類似して
いるという印象があるが，「地理 B」の分布の形状
は，それら 2科目の分布と類似しているとは言え
なさそうである．標準偏差（SD）・歪度・尖度を
SPSS14.0（SPSS, 2005）によってもとめ，表 1に
示す．網掛けしている平成 10年度は，実際に得点
調整が行われた年である．付録 Aから与える印象
どおり，概して年度を通して「世界史 B」と「日
本史 B」が扁平であり，「地理 B」の歪度が負であ
る傾向があり，3科目の SD・歪度・尖度が近い年



54 大学入試センター研究紀要 No.36, 2007

RPM
15

YES

NO

平均点差が 

20点以内 

図 1 現行の得点調整手続き

度はあまり見かけられない印象である．
平成 12年度に着目しよう．表 1より，平成 12
年度の地歴 3科目の平均点は他の年度に比べて近
いといってよいが，SD・歪度・尖度が大きく異な
る．しかしながら，図 A–4（付録 A）から明らか
なとおり，分布が扁平であるため，高得点取得者
層においては，「世界史B」選択者が目立っている．
実際，90点以上をとった受験者は，ほとんど「世
界史B」選択者といってよい．このことは，「日本
史B」「地理 B」選択者にとっては不利益になって
いる可能性がある．
平均点も分布の違いを計量化するための 1つの
有力な統計量であることに間違いない．しかし，
今の例のように，平均点のみで得点調整の要否を
決定することは，ある特定の科目選択者にとって
著しく不利益をこうむる可能性がある．したがっ
て，平均点以外にも，例で挙げたような平均値の
周りの高次の積率の違いを議論することは重要で
ある．また，それらのほかにも，分布の違いを計
量化していくための統計量を用いることができる．
本研究の目的は，平均点以外にもさまざまな統計
量を用いて，分布の違いを計量化する統計量を用
いて得点調整の要否を決定するための枠組みを提
案することである．
ところで，経験分布の差を議論する上で，もっ
とも最初に思い浮かぶのは経験分布のノンパラメ
トリック検定である．それらは，Kruskal-Wallis
の順位和検定，Mann-Whitneyの U検定，Wald-
Wolfowitzのラン検定，クロス表の独立性の χ2検
定などである．また，柳川 (1982)や福嶋・高橋・
樽磨・佐藤 (2005)のようにコルモゴロフ・スミル
ノフ検定を用いることもできる．これらの検定方
法を用いて有意であれば，分布間に差があるとみ
なして得点調整を行うという手続きが考えられる．
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図 2 多重指標モニタリングの概念図

しかしながら，これらの統計量は，大学入試セン
ター試験の得点調整対象科目に適用すれば，その
標本サイズの大きさゆえに例外なく棄却される統
計量である．したがって，これらの検定の結果に
よって分布間に差があるかどうかの意思決定に用
いることは非現実的である．むしろ分布の差が統
計的に有意か非有意かより，分布の差がいったい
どれくらいなのかをしっかりと計量する方法が好
ましい．

2 多重指標モニタリング

本研究の目的は，平均点以外にもさまざまな統
計量や指標を参照しながら，分布の違いを計量化
し，得点調整の要否を決定するための枠組み「多重
指標モニタリング（multiple indices monitoring）」
を提案することである．その概念図を図示すると，
図 2のようになる．
多重指標モニタリングを実際に運用するには，
図 2からも類推できるように， 1©指標の選択， 2©
それぞれの指標の基準の設定， 3©いくつの指標に
抵触したら得点調整をするか，という大きく 3つ
のパラメタを設定する必要がある． 1©については，
従来用いてきた平均点差，また，上で例示した 2
次以上の平均値周りの積率（SD・歪度・尖度），さ
らには，以下で取り上げるパーセンタイル得点差
（十分位点差），絶対平均偏差（mean absolute dif-
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表 1 平成 9 (1997)～17 (2005)年度の「地理歴史」の主要統計量

度数 平均値 標準偏差 歪度 尖度*

平成 9

(1997)

世界史 B 116,741 68.35 18.28 −0.332 −0.699

日本史 B 179,571 55.84 17.05 −0.097 −0.750

地理 B 121,462 67.34 13.98 −0.333 −0.284

世界史 B 112,269 61.03 20.56 −0.121 −0.997

日本史 B 167,443 56.33 15.83 0.055 −0.588
平成 10

(1998)
地理 B 121,606 77.23 14.50 −0.786 0.312

平成 11

(1999)

世界史 B 102,669 64.12 19.49 −0.274 −0.888

日本史 B 153,286 58.97 17.19 −0.080 −0.745

地理 B 118,547 62.27 14.09 −0.147 −0.451

平成 12

(2000)

世界史 B 105,272 64.62 20.31 −0.238 −0.946

日本史 B 149,309 61.74 19.94 −0.077 −0.893

地理 B 120,739 58.22 13.88 −0.019 −0.352

平成 13

(2001)

世界史 B 107,381 61.67 19.73 −0.158 −0.914

日本史 B 147,993 55.26 18.46 0.129 −0.747

地理 B 128,097 63.55 13.40 −0.305 −0.177

平成 14

(2002)

世界史 B 109,135 59.88 20.15 −0.169 −0.897

日本史 B 154,902 58.71 18.58 −0.015 −0.862

地理 B 127,271 66.34 16.04 −0.472 −0.327

平成 15

(2003)

世界史 B 106,583 56.53 18.56 −0.002 −0.835

日本史 B 157,610 63.93 18.02 −0.214 −0.787

地理 B 127,439 54.99 14.61 −0.120 −0.480

平成 16

(2004)

世界史 B 100,486 61.47 19.37 −0.091 −0.919

日本史 B 154,808 56.52 18.16 −0.048 −0.812

地理 B 119,555 62.11 15.81 −0.208 −0.465

平成 17

(2005)

世界史 B 93,785 63.16 20.27 −0.107 −0.979

日本史 B 152,106 59.27 16.43 −0.115 −0.642

地理 B 109,827 70.22 14.93 −0.553 −0.083

*尖度は，ここより以降，0に基準化したものを用いている．

ference, MAD），偏差平方平均平方根（root mean
square difference, RMSD），完全情報最尤法によ
る平均差などが候補となるだろう．また， 2©で述
べたように，それらの指標にそれぞれ基準を設け
る必要がある．さらに， 3©で述べたように，いく
つの指標で基準を満たさないときに，得点調整を
行うかということも決める必要がある．無論，最
終的な判断は，従来のように，得点調整判定委員
会にゆだねることになるだろう．

2.1 パーセンタイル得点差（十分位点差）

各科目のパーセンタイル得点に着目し，その得
点差を比較するということが考えられる．あまり
パーセンタイル得点を細かく検討することは煩雑
であるので，たとえば，10%刻みのパーセンタイ

ル得点，すなわち，十分位点差（decile score dif-
ference, DSD）などが考えられるだろう．図 3は，
平成 9 (1997)～17 (2005)年度「地理歴史」の「世
界史B」「日本史 B」「地理 B」におけるDSDをプ
ロットしたものである．それぞれ，図 3–1は「世
界史 B」と「日本史 B」，図 3–2は「世界史 B」と
「地理 B」，図 3–3は「日本史 B」と「地理 B」の
DSDを表している．また，プロット中の数字は，
たとえば，9ならば第 9十分位点（90パーセンタ
イル得点，すなわち上位 10%）同士の得点差をあ
らわしている．したがって，5の系列は中央値同
士の差を意味している．また，Mは全体の平均点
差であり，参考のために記載している．全ての折
れ線が 0付近に集中していれば，そのとき当該分
布間は大差ないことを示している．
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図 3–1 「地理歴史」の十分位点差「世界史 B」と「日本史 B」

図 3–2 「地理歴史」十分位点差「世界史 B」と「地理 B」

図 3–3 「地理歴史」十分位点差「日本史 B」と「地理 B」
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図 4 平成 9 (1997)～17 (2005)年度のMADと RMSD

図 3から明らかなように，仮に平均点差でほと
んど差がついていなかったとしても十分位点差が
際立つケースが存在していることがわかる．実際
に得点調整が行われた平成 10年度のほかに，たと
えば，平成 12年は，平均点では 5点差もついてい
ないが，第 9十分位点（上位 10%）には 10～15点
もの差がついている．これは，「地理 B」選択者の
うち上位 10%に入る受験者とって，上位国公立大
学への受験が不利となっている．

2.2 平均絶対偏差と偏差平方平均平方根

度数分布などの一次的な統計資料が与えられれ
ば，手続きさえ示せば追試可能であるような利便性
のある指標は好ましい．このとき，平均絶対偏差
（mean absolute difference, MAD）と偏差平方平
均平方根（root mean square difference, RMSD）
は有用である．それらは，

MAD =

∑
q |Fq − Gq|

hQ
(1)

RMSD =

√∑
q (Fq − Gq)2

hQ
(2)

である．ここで FqとGqは，得点調整対象科目の
2つの分布において，q(1, · · · , Q)番目の階級の度
数である．また，hはバンド幅である．それらの
意味するところは，MADは「1点あたりの受験者
の割合は，平均的にどれくらいか」を問題として
おり，RMSDは「一方が，もう一方を基準とした

とき 1点あたりの受験者の割合の散らばり（標準
偏差）」である．どちらも 0に近いほど，2つの分
布が近いことを示しており，0のとき両分布は完
全に一致していることになる．
なお，F とGの分布に何らかの平滑化を行うな
どして，連続分布として取り扱うこともあるだろ
う．そのとき，(1)(2)式は，それぞれ，

MAD =
∫
X |F (x) − G(x)|dx

xU − xL
(3)

RMSD =

√∫
X {F (x) − G(x)}2dx

xU − xL
(4)

である．ここで，F とGは連続な 2つの分布であ
る．また，X = [xL, xU ]は xの定義域であり，100
点満点のテストであれば [0, 100]，200点満点のテ
ストであれば [0, 200]である．このような MAD
とRMSDを平成 9 (1997)～17 (2005) 年度にかけ
てプロットしたものが図 4である．なお，棒グラ
フがMADをあらわし，エラーバーがRMSDをあ
らわしている．

2.3 完全情報最尤法による平均点差

従来の平均点差は，たとえば平成 17年度の「地
理歴史」の 3科目には平均点差が生じているが，言
うまでもなく「世界史 B」の平均 63.2点は 93,785
人の受験者の得点から算出されたものであり，「日
本史 B」の平均 59.3点は，「世界史 B」を選択し
た受験生とは別の 152,106人の得点から算出され
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表 2 「地理歴史」の科目選択によるデータ欠測

受験者＼科目 世界史 B 日本史 B 地理 B

グループ 1 X
(1)
1W X

(0)
1J X

(0)
1G

グループ 2 X
(0)
2W X

(1)
2J X

(0)
2G

グループ 3 X
(0)
3W X

(0)
3J X

(1)
3G

グループ 4 X
(0)
4W X

(0)
4J X

(0)
4G

たものである．同様に，「地理 B」の平均 70.2点
は，「世界史 B」「日本史 B」を選択した受験生と
は別の 109,827人の得点から算出されたものであ
る．むろん，それぞれの科目選択者は，その他の
「地理歴史」教科における「世界史A」「日本史A」
「地理 A」の選択者とも別の受験生である．
このことを整理すると，表 2にようになる．表 2
は，グループ 1が「世界史 B」を選択した受験者
集団である．また，グループ 2，3は，それぞれ，
「日本史 B」「地理 B」を選択した集団である．さ
らに，グループ 4は，得点調整対象科目ではない
が「世界史A」「日本史A」「地理A」の選択者たち
と，そもそも「地理歴史」のどの科目も受験しな
かった受験生を含む．いうまでもなく平成 17年度
でいえば，グループ 1の人数が 93,785人であり，
平均点 63.2は，データX

(1)
1W を集計して算出され

たものである．ここで，X
(u)
gS は，グループ gの科

目 Sに対するデータをあらわしている．また，上
付き文字の uはデータが観測されたならば 1，そ
うでないならば 0とする 2値変数である．なお，
観測された変数と欠測された変数を同時に表現す
るとき，上付き文字を省略してXgS と書くことに
する．
現行では，それぞれ観測されたX

(1)
1W，X

(1)
1J ，X

(1)
1G

から個別に平均点を算出して，それを比較するこ
とによって得点調整を行うかどうかの資料となっ
ている．しかし，そこで生じた平均点差は，当然
のことながら，科目の難易度の違いから由来する
のか，受験者グループの能力の違いから由来する
のか判断することができない．つまり，平均点差
が，受験者グループの違いを原因としているなら
ば，その差が 50点であっても得点調整する必要は
ないだろう．一般的には，科目間に生じた平均点
差Dは，以下のように分解することができるだろ
う．すなわち

D = DS + DG

である．ここで，DS は科目間の難易度の違いで
あり，DG は受験者グループの能力平均の違いで
ある．現行では，Dが 20点差がついたら，得点調
整を行うというものであるが，DS において何点
差がついたら得点調整を行うという議論も重要で
ある．
科目選択グループごとに，学力層が異なるかど
うかを検討するための基礎資料として，グループ
別平均点が参考になる．表 3は，平成 17年度の
「世界史 B」「日本史 B」「地理 B」選択グループご
との「国語 I・II」「数学 I・A」「数学 II・B」「英
語」の 4科目についての度数・平均・SDである．
平成 17年度は（通年的な傾向でもあるが），「世界
史 B」「地理 B」選択者は，各 4科目の平均点が良
いので，「日本史 B」選択者よりも学力層が高いと
いえるだろう．
このようなグループ別平均点は，科目選択グルー
プごとの学力層の違いを記述している基礎資料で
あり，実際の得点調整のときにも参考とされてい
る資料である．ただし，学力を代表している科目
が英語であるのか，国語であるのか，数学である
のか，あるいはそれらの合計点であるのかを判断
するのは難しく，また，国語と数学で必ずしも一
貫した結果が得られるとも限らないので，常に読
み取りやすい指標ではない．
この問題を解決するためには，表 2において，そ
れぞれX

(1)
1W , X

(1)
1J , X

(1)
1G から算出された平均点を

比べるのではなく，可能であるならば [X1W , X2W ,
X3W , X4W ]から算出された「世界史 B」の平均点
と，[X1J , X2J , X3J , X4J ]から算出された「世界
史 B」の平均点と，[X1G, X2G, X3G, X4G]から算
出された「世界史 B」の平均点を比較するべきで
ある．そのような受験者集団の能力平均の影響が
除去された平均値同士を比較することができれば，
残った平均点差は科目間の難易度の差 DS による
ものと言うことができる．
そのような平均（と SD，相関）を得るには完全情
報最尤法（full-information maximum likelihood,
FIML）が使える．詳しくは，Arbuckle (1996),
Bock, Gibbons & Muraki (1994), Jöreskog &
Moustaki (2001), Lee, Poon & Bentler (1990),
Muraki & Carlson (1995)などを参照してもらい
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表 3 「地理歴史」B科目選択グループ別「国語・数学・英語」の統計量（平成 17年度）

選択科目 国 I・II 数 I・A 数 II・B 英語

度数 世界史 B 88,042 58,879 52,171 93,413

日本史 B 141,408 87,054 75,629 151,597

地理 B 103,730 101,975 97,574 109,617

平均値 世界史 B 126.1 68.1 50.9 124.6

日本史 B 120.9 65.6 48.9 115.6

地理 B 122.8 75.5 56.4 122.8

SD 世界史 B 31.6 23.3 19.0 37.6

日本史 B 32.2 23.3 18.3 36.5

地理 B 29.6 20.5 18.1 36.0

たい．FIMLは，分布の仮定を必要とする．たと
えば多変量正規分布を仮定するならば，各サンプ
ルに対して観測された変数のみを対象とした小さ
な多変量正規分布を仮定して，全体の尤度を構成
する方法である．なお，荘島・大津・田栗 (2006)
では，平成 17年度の現役生を対象に，仮に全ての
現役生が主要 16科目を受験したならば得られるで
あろう平均，SD，相関を示した．

FIMLを用いるには通常，2つの前提を必要とす
る．それらは，(1) 多変量正規性，(2) ランダム欠
測の仮定である．(1)は，データが多変量正規分布
に従うことを要請する．FIMLそれ自体は，多変
量正規性が必要なのではなく，何かの分布を仮定
する必要がある．本研究では，多変量正規分布を
仮定する必要があるということであり，目的に応
じて仮定する分布は変わってよい．多変量正規分
布は個々の科目に対しては 1変量の正規分布に従
う．しかしながら，個別科目が正規分布の仮定を
することが難しい場合があることを考えると，多
変量正規性を受け入れることは難しいときがある
だろう．ただし，現実的に多変量正規分布に代用
できる多変量分布を見つけることは非常に難しく，
また仮に存在しても性質がよくわからない分布を
使うのは躊躇されるので，多変量正規分布以外の
分布を仮定することは事実上困難である．
また，(2) は，欠測メカニズム（Rubin, 1976;

Little & Rubin, 1987; 岩崎，2002）がランダム欠
測（missing at random, MAR）であると仮定する
ものである．これは，データが欠測したかどうか
の情報を観測データが保持していることを要請す
るものである．従来，欠測のあるデータを分析し
ているとき，リストワイズ削除やペアワイズ削除

が多用されてきた．これは，欠測メカニズムが完
全ランダム欠測（missing completely at random,
MCAR）であることを暗に仮定している．しかし，
MARの仮定は，MCARの仮定に比べると非常に
緩やかな制約であり，平均や SDや相関などを推定
するに当たり，全てのデータを用いるという当然の
要請を担保するという意味合いも含んでいる．荘
島・大津・田栗 (2006) はセンター試験データに対
してMARを仮定することについて肯定的であり，
「欠測が，情報のある欠測（informative missing,
IM）である可能性を疑いつつも，現実にそのとき
の欠測構造を同定することは難しく，また，多変量
データの場合には，変数の数が大きいほど，欠測の
情報を他の観測された変数の値が保持している期
待が高まるので，MARの仮定は必ずしも強すぎる
仮定とは考えられない．つまり，IMのもとで分析
する必要性を頭の片隅に持ちつつも，ソフトウェ
アの実装状況を考えてMARを仮定するのが現実
的ではなかろうか」と言っている．また，Schafer
(1999)は，MARが成り立つための経験則をいく
つか例示しており，その 1つに “double sampling”
がある．Double samplingは，一部の変数は受験
者の全てにデータがあればよく，センター試験で
は，「英語」「国語」「数学 I・A」の科目選択率が
高いので，おおむね double samplingの状況が成
立していると考えられる．

AMOS 5.0（SPSS, 2003）を用いた．受験者数
が 1,000人を満たない小規模科目の「数学 2©」教
科における「工業数理」「簿記」「情報関係基礎」，
および「外国語」教科の「独語」「仏語」「中語」「韓
語」は分析から除外した．また，平成 9，10年度は
「旧課程理科 1©」という科目が存在したが，ここで
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表 4 FIMLによる平均

科目＼年度 H9

(1997)

H10

(1998)

H11

(1999)

H12

(2000)

H13

(2001)

H14

(2002)

H15

(2003)

H16

(2004)

H17

(2005)

国語 I 160.2 150.3 146.2 140.1 126.2 120.1 118.1 131.8 128.8

国語 I・II 137.7 113.7 104.8 110.2 99.8 110.7 99.3 112.1 117.6

世界史 A 55.5 54.2 50.0 48.2 51.9 48.8 48.8 51.7 51.5

世界史 B 65.3 62.6 61.0 61.7 59.0 57.3 54.1 58.8 60.5

日本史 A 53.1 51.3 54.5 49.8 52.5 47.9 47.8 51.4 60.6

日本史 B 55.6 62.4 59.6 62.7 56.2 59.4 64.6 57.1 59.6

地理 A 60.6 62.3 53.5 48.7 63.4 59.1 50.1 62.3 67.9

地理 B 66.0 75.5 60.3 56.0 61.3 63.8 52.8 59.9 68.0

現代社会 56.0 65.1 53.2 43.0 55.0 58.9 57.6 55.3 68.5

倫理 67.3 65.3 56.4 49.7 63.2 60.9 55.5 64.2 61.7

政治・経済 63.2 70.6 56.7 58.3 53.8 52.3 63.3 60.8 63.4

数学 I 49.3 34.4 47.6 71.2 56.0 54.2 47.4 58.5 55.3

数学 I・A 65.2 61.5 48.6 71.7 62.5 61.3 58.8 68.0 67.0

数学 II 47.2 30.7 44.4 41.2 46.4 41.0 39.8 35.9 43.9

数学 II・B 60.6 38.0 57.3 52.1 64.1 54.8 46.4 42.0 48.6

総合理科 69.1 60.5 68.0 55.5 71.3 68.2 61.7 58.1 49.1

物理 I・A 70.8 69.1 70.9 63.8 76.8 75.5 63.9 65.7 70.7

物理 I・B 66.8 59.9 60.4 50.6 65.9 53.7 55.7 57.4 53.7

化学 I・A 55.2 62.6 60.9 67.2 66.2 66.4 59.0 64.4 66.2

化学 I・B 58.4 60.3 57.5 51.3 51.5 51.0 55.6 48.8 59.8

地学 I・A 62.6 56.1 61.2 56.4 66.8 59.4 54.6 60.2 58.7

地学 I・B 63.9 56.8 63.5 62.2 60.1 58.1 53.7 58.8 58.9

生物 I・A 60.9 60.4 59.0 63.1 65.4 72.5 60.5 66.7 58.3

生物 I・B 50.6 62.0 72.5 69.7 66.7 62.0 66.1 61.3 50.6

英語 137.3 127.6 111.3 119.5 110.6 109.6 126.7 130.0 116.0

は分析から除外した．したがって，各年度とも 25
科目による 25変量正規分布を仮定した．FIMLに
よって推定された結果を表 4に示す．表 4には点
推定値のみを示しているが，実際には標準誤差も
推定されている．ただし，標準誤差は，大標本の
ためほとんど 0に近かったためここでは記載しな
い．参考資料として，分析に利用した各年度の受
験者数を示しておく．分析に利用した受験者数で
あるため，大学入試センターの公式発表である受
験者数とは若干異なる．また，表 6の FIMLによ
る平均と実際の平均を平成 9～17年度について教
科ごとにまとめたものを付録 Bに付した．
図 B–1（付録 B）によると，「国語 I」の平均（実
線）は，「国語 I」の FIML平均（破線）に比べて，
10点くらい平均点が低い．なぜなら，「国語 I」の
平均は，当該科目を選択した受験生の得点から産
出されるいわゆる通常の平均であるが，FIML平

均は，多変量正規性とMARのもとで，仮に全受
験生が「国語 I」を選択したら得られるであろう
平均点だからである．つまり，もともと「国語 I」
を受験する受験者層は，「国語 I・II」を選択する
集団より学力水準が低いことが影響している．ま
た，「英語」の実線と破線がほとんど変わらないの
は，「英語」はほとんどの全ての受験生が選択する
からである．
そのようにして他の教科も解釈することができ
る．たとえば，図 B–5の「数学」では，主要科目
である「数学 I・A」および「数学 II・B」の平均
点が上がるのは，この科目で比較的学力の高い学
生が選択していたためであろう．反対に「数学 I」
と「数学 II」は少人数科目であり，もともと学力
がそれほど高い受験生が選択しないので，仮に全
受験生が選択したとすると，その平均点は上がる
ため，FIML平均が高めに推定されたのである．
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表 5 分析に用いた各年度の受験者数

科目＼年度 H9

(1997)

H10

(1998)

H11

(1999)

H12

(2000)

H13

(2001)

H14

(2002)

H15

(2003)

H16

(2004)

H17

(2005)

国語 I 58,981 65,338 74,685 81,060 76,142 68,499 54,966 49,452 45,183

国語 I・II 460,039 448,777 426,001 424,423 434,001 457,105 472,248 461,159 450,014

世界史 A 5,277 4,170 2,972 2,811 2,882 2,751 2,331 2,271 2,049

世界史 B 116,741 112,267 102,669 105,272 107,381 109,135 106,583 100,486 93,785

日本史 A 9,021 5,925 4,485 5,275 6,342 6,238 4,242 5,923 5,155

日本史 B 179,571 167,442 153,286 149,309 147,993 154,902 157,610 154,808 152,106

地理 A 7,847 6,210 7,456 7,688 6,985 7,864 7,807 7,861 7,667

地理 B 121,462 121,606 118,547 120,739 128,097 127,271 127,439 119,555 109,827

現代社会 45,957 89,399 158,525 165,339 142,141 164,978 213,101 215,859 198,788

倫理 35,166 50,153 47,741 40,916 34,476 37,110 37,203 48,993 51,453

政治・経済 49,009 52,436 54,554 56,603 59,151 58,136 46,599 65,439 64,269

数学 I 24,845 18,034 17,822 20,493 19,559 18,729 18,433 15,888 13,433

数学 I・A 287,116 374,862 371,758 369,965 381,629 393,382 396,260 382,234 370,253

数学 II 19,293 21,070 15,740 15,497 12,484 13,876 13,474 13,568 11,740

数学 II・B 247,131 322,333 326,955 326,054 336,527 344,301 346,509 339,274 326,762

総合理科 1,276 3,163 4,204 5,212 4,861 8,826 13,040 53,989 78,967

物理 I・A 2,869 2,338 2,449 2,271 2,014 2,205 2,116 2,062 1,746

物理 I・B 158,506 158,702 152,715 151,016 149,738 151,621 148,841 149,678 140,565

化学 I・A 4,769 4,794 5,394 4,784 5,202 5,490 5,793 6,875 6,177

化学 I・B 186,493 186,198 183,928 188,697 190,328 199,102 201,864 219,538 209,900

地学 I・A 3,595 5,447 5,611 5,225 6,656 6,834 7,611 5,101 3,812

地学 I・B 21,537 21,997 19,227 21,585 20,375 24,264 23,656 19,390 18,805

生物 I・A 6,607 6,304 6,667 7,122 7,696 7,569 9,410 10,084 8,709

生物 I・B 155,274 152,900 145,069 151,318 162,551 172,307 176,297 182,744 176,891

英語 548,858 545,182 527,543 529,091 535,336 549,384 552,162 536,213 520,221

得点調整対象科目である「地理歴史」の B科目
（図 B–3）であるが，まず，「世界史 B」「地理 B」
は，実線のほうが破線より例年高く，「日本史 B」
は実線と破線がほぼ同じ水準であるが，やや破線
のほうが高い．つまり，例年，「世界史 B」「地理
B」は比較的学力層が高い集団が選択していると
いうことである．表 3の結果は，この事実の 1つ
の証拠である．すなわち，「世界史B」「地理B」選
択者は，「日本史 B」選択者よりも学力層が高い傾
向がある．実際に得点調整が行われた平成 10年
度について考察すると，表 1より，「日本史 B」と
「地理 B」の平均点差は約 21点であったが，表 4
よりそれらの FIML平均点差は，約 13点であっ
た．これは，例年のように「地理 B」選択者の学
力水準は比較的高く，「日本史 B」選択者の学力水
準が相対的にやや低いことも影響している．つま
り，実際の平均点差は 21点差であったが，多変量

正規性とMARの仮定の下で，科目間の難易度に
よる差は 13点ほどであったことがわかる．つま
り，21点のうち 8点は受験者集団の能力平均に由
来していると考えられる．
本小節での主張は，科目選択によって既に学力
層にある一定の偏りがあるのだから，平均点が離
れても，それは学力層の違いから由来するのか，選
択科目の難易度の差から由来するのかが明らかで
ないということである．しかし，FIMLを用いる
と，多変量正規性とMARの仮定の下で，仮に全
受験生が受けたときの平均点同士を比較すること
ができ，そのとき，科目間の難易度の差を比較す
ることが可能である．
つまり，受験者の能力平均の影響を除去して，純
粋に科目間の難易度の差を知りたいときには，通
常の平均点を比較するよりも FIML平均を比較す
るほうが目的に適っている．その目的においては，



62 大学入試センター研究紀要 No.36, 2007

通常の平均点よりも FIML平均のほうが真値に近
い値である．なぜなら，通常の平均点は，当該科
目を選択した受験者のみから算出されるものだか
らである．しかし，通常の平均点は，それゆえに
値が不変であるが，FIML平均は前提によって値
が変わってくる．たとえば，今回は 25変量正規分
布を仮定したが，A科目などの少数科目をさらに
除外して計算することもでき，そのとき仮定され
る正規分布は 25変量よりも少ない多変量正規分布
である．そのときの結果と今回の 25変量正規分布
の元での結果では値が微小に異なってくる．モデ
ルに基づく分析は，このように，仮定するモデル
が異なると結果が変わってくる欠点がある．
さらに，FIMLによる結果は，多変量正規分布を
仮定するパラメトリックな分析であり，実際に多
変量正規性の仮定が成立するのかについては，厳
密に言えば疑うことができる．また，欠測メカニ
ズムがMARであるという仮定も成立していると
は考えにくい．そもそも仮定とは，事実とは異な
るものであり，成立しているものではない．しか
しながら，多重指標における 1つの資料となりう
る．ただし，MADやRMSDなどと違って一次的
な統計資料が得られれば誰でも計算できるもので
はない．なお，FIMLによって，平均のほかにも
SD（分散）と相関（共分散）が推定されている．
ここでは掲載しないが，一般的には全受験者が受
けていると仮定してもとめた FIMLによる SDが
通常の SDよりも大きくなる．また，それに伴っ
て相関係数も大きくなるのが一般的である．

3 シミュレーション

本節では，従来の平均点差に加え，SD・歪度・
尖度，さらには，第 2 節で列挙した十分位点差
（DSD），絶対平均偏差（MAD），偏差平方平均平
方根（RMSD），FIML平均点差についてそれぞれ
基準を設け，「地理歴史」の「世界史 B」「日本史
B」「地理 B」の 3科目について，実際の得点調整
の要否についてシミュレーションを行う．表 6は，
8つの指標の絶対値の最大値を示したものである．
たとえば，平成 9 (1997) 年度，MADの指標が最
も大きかったのは「日本史 B」と「地理 B」の間
であり，その値は 0.552であった．
続いて，それら 8指標による多重指標モニタリ

ングを行う．ただし，多重指標モニタリングを運
用するためには，それぞれの指標について基準を
決める必要がある．それぞれの指標について基準
を決める際，どのように定めるかについては 1つ
1つの指標についてそれぞれ吟味する必要があり，
それぞれの基準の決定は簡単ではない．
本節では，以下のように，それぞれの指標につ
いて 3水準を設けた．それらは，
•平均点差：10, 15, 20
• SD差：4.0, 5.0, 6.0
•歪度差：0.2, 0.4, 0.6
•尖度差：0.50, 0.75, 1.00
•十分位点差：5, 10, 15
• MAD：0.50, 0.75, 1.00
• RMSD：1.0, 1.5, 2.0
• FIML平均点差：5, 10, 15
である．いずれも数値が小さいほど，分布が類似し
ているための厳しい基準となっている．上記のよ
うな設定の下で，実際に平成 9 (1997)～17 (2005)
年度の「世界史B」「日本史B」「地理B」において，
得点調整の要否を検討する．結果を表 7に示す．
表 7において，0は指標が基準を満たすこそを
表し，1は基準を超えたことを表している．たと
えば，平成 9年度において，指標の基準を (平均点
差，SD差，歪度差，尖度差，十分位点差，MAD，
RMSD，FIML平均点差)=(15, 5.0, 0.4, 0.75, 10,
0.75, 1.5, 10)と設定するならば，判定結果は (0,
0, 0, 0, 1, 0, 1, 1)となる．つまり，十分位点差，
RMSD，FIML平均点差の 3つの基準に抵触した
ことを示している．ただし，3つの指標に抵触し
たとしても，4つ以上の指標に抵触した場合に得
点調整を行うというルールを設定すれば，得点調
整を行わないという選択肢もありうる．
表 7より，平均点差=20という基準を満たして
いても，他の基準に抵触している年度が存在する
ことが分かる．比較的，平成 11，15，16年度は抵
触している基準の数が他の年度に比べて相対的に
少ない．これは，付録 Aの図 A–3，A–7，A–8か
ら見て分かるとおり，他の年度に比べて比較的分
布の形状と位置が類似しているからである．
第 2節で提案した指標の性質を見てみる．表 7
より，十分位点差が 5点以内におさまることはな
かった．十分位点差は，分位数が 9つある．その
とき，比較する科目数が 3つのとき 27（=9分位
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表 6 8つの指標の最大値の結果

H9

(1997)

H10

(1998)

H11

(1999)

H12

(2000)

H13

(2001)

H14

(2002)

H15

(2003)

H16

(2004)

H17

(2005)

平均点差
12.50 20.90 5.15 6.41 8.29 7.62 8.93 5.59 10.94

世日 日地 日地 世地 日地 日地 日地 日地 日地

SD差
4.29 4.25 5.40 6.43 6.34 4.11 3.95 3.57 5.34

世地 世地 世地 世地 世地 世地 世地 世地 世地

歪度差
0.236 0.619 0.194 0.219 0.434 0.457 0.212 0.160 0.445

日地 日地 日地 世地 日地 日地 日地 日地 世地

尖度差
0.466 1.151 0.436 0.594 0.737 0.571 0.356 0.454 0.896

日地 世地 世地 世地 世地 世地 世地 世地 世地

十分位点差
15 25 8 15 15 13 13 9 14
世日
日地

世地
日地

世日
世地

世地 日地 世地 日地 日地 世地

MAD
0.552 1.010 0.460 0.579 0.561 0.396 0.486 0.309 0.540

日地 日地 世地 世地 日地 日地 日地 世地 日地

RMSD
1.520 2.875 1.302 1.682 1.597 1.156 1.401 0.825 1.556

日地 日地 世地 世地 日地 日地 日地 世地 日地

FIML平均点差
10.39 13.09 1.42 6.72 5.12 6.45 11.81 2.73 8.34

日地 日地 世日 日地 日地 世地 日地 日地 日地

表 7 多重指標モニタリングによる判定結果
（基準を超えたら 1，基準内であれば 0）

指標 基準 H9

(1997)

H10

(1998)

H11

(1999)

H12

(2000)

H13

(2001)

H14

(2002)

H15

(2003)

H16

(2004)

H17

(2005)

平均点差
10 1 1 0 0 0 0 0 0 1

15 0 1 0 0 0 0 0 0 0

20 0 1 0 0 0 0 0 0 0

SD差
4.0 1 1 1 1 1 1 0 0 1

5.0 0 0 1 1 1 0 0 0 1

6.0 0 0 0 1 1 0 0 0 0

歪度差
0.2 1 1 0 1 1 1 1 0 1

0.4 0 1 0 0 1 1 0 0 1

0.6 0 1 0 0 0 0 0 0 0

尖度差
0.50 0 1 0 1 1 1 0 0 1

0.75 0 1 0 0 0 0 0 0 1

1.00 0 1 0 0 0 0 0 0 0

十分位点差
5 1 1 1 1 1 1 1 1 1

10 1 1 0 1 1 1 1 0 1

15 1 1 0 1 1 0 0 0 0

MAD

0.50 1 1 0 1 1 0 0 0 1

0.75 0 1 0 0 0 0 0 0 0

1.00 0 1 0 0 0 0 0 0 0

RMSD

1.0 1 1 1 1 1 1 1 0 1

1.5 1 1 0 1 1 0 0 0 1

2.0 0 1 0 0 0 0 0 0 0

FIML平均点差
5 1 1 0 1 1 1 1 0 1

10 1 1 0 0 0 0 1 0 0

15 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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数× 3ペア），科目数が 4つのときは 54（=9分位
数× 6ペア）も参照する必要がある．それらの全
てが 5点以内に収まることは難しい．したがって，
十分位点差が，もっとも厳しい指標となっている．
しかしながら，十分位点差は，グループを十分割
する点であるので，ある得点層において不利益が
生じていないかどうかを直接的に判断することが
できる指標である．したがって，十分位点差の基
準を甘くすることは，特定の得点層における不利
益を見過ごすことになりかねない．十分な議論を
行って決める必要があるだろう．
基準の設定の仕方に依存するが，シミュレーショ
ンの設定の中では，MADは，平均点差の次に鈍
感な指標であった．また，MAD=0.5だと検出し
やすいが，0.75であると検出しにくいので，その
間がよいかもしれない．同様な理由から，RMSD
は，1.5から 2.0の間くらいがよいかもしれない．
引き続いて議論が必要である．

FIML平均点差の基準を 10に設定すると，過去
9年間では 3回抵触することになる．FIML平均
は，MARと多変量正規性のもとで，仮に全受験
生が，当該科目を受験したら得られるであろう平
均点であるので，そのモデルの下では，能力差を
除去した平均点の推定値である．つまり，推定さ
れた平均値は，そのモデルの下で問題の難易度の
差によるものである．したがって，100点満点の
テストで難易度だけで 10点以上差がつくことは，
特定の受験生の不利益になりかねないので，やは
り FIML平均点差の基準を 10点以上にすること
は難しいだろう．今後の議論が必要である．

4 おわりに

本研究では，多重指標モニタリングという得点
調整手続きの枠組みを提案した．多重指標モニタ
リングを運用するには， 1©指標の選択， 2©それぞ
れの指標の基準の設定， 3©いくつの指標に抵触し
たら得点調整をするか，という大きく 3つのパラ
メタを設定する必要がある． 1©については，従来
の平均点差以外に，SD差，歪度差，尖度差，十分
位点差，絶対平均偏差（MAD），偏差平方平均平
方根（RMSD），完全情報最尤法（FIML）による
平均点差が有用であると提案した．しかし，今回
は取り上げていない指標，あるいはより良い指標

を作ることも今後の課題となろう． 2©については，
各基準について暫定的に 3水準を設定し，シミュ
レーションを行ったが，引き続き十分な検討を行
う必要がある．基準は，どこかに設定しなくては
いけない．ノンパラメトリック検定を用いること
ができたとしても（センター試験の事例では，標
本サイズが大きいので使えないが），有意水準はど
こかに定めなくてはならない．合意を得るまで議
論をする必要があるだろう． 3©については 1つで
も抵触すれば，得点調整を行うという考え方から，
全ての指標に抵触したら得点調整を行うというこ
とまで考えられる．無論， 3©は， 2©と密接に関係
しているので，独立に設定することができない．
得点調整は，受験生の利害に絡む重要な問題で
あり，ひいては，わが国の人材配置にかかわる問
題である．本研究での結論を急がず，得点調整は
毎年やるべきである，という根本的な意見も含め
て，十分に時間をとって議論をすべきである．
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付録 A

付録では，平成 9 (1997)～17 (2005)の「地理歴史」教科における「世界史 B」「日本史 B」「地理 B」の得点分布（相
対度数分布）を示す．

図 A–1 平成 9 (1997) 年度 図 A–2 平成 10 (1998) 年度

図 A–3 平成 11 (1999) 年度 図 A–4 平成 12 (2000) 年度

図 A–5 平成 13 (2001) 年度 図 A–6 平成 14 (2002) 年度

図 A–7 平成 15 (2003) 年度 図 A–8 平成 16 (2004) 年度
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図 A–9 平成 17 (2005) 年度

付録 B

付録 Bでは，表 5に基づく FIMLによる平均と，通常の平均を同時にプロットしたものを教科のカテゴリごとに図示
したものを掲載する．実線は，いわゆる平均値（図中，M）を示し，破線は，FIMLによって得られた平均（図中，F）を
示している．

図 B–1 「国語」「外国語」の平均と FIML平均

図 B–2 「地理歴史」A科目の平均と FIML平均
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図 B–3 「地理歴史」B科目の平均と FIML平均

図 B–4 「公民」の平均と FIML平均

図 B–5 「数学」の平均と FIML平均
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図 B–6 「理科」における「総合理科」と A科目の平均と FIML平均

図 B–7 「理科」B科目の平均と FIML平均
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A score adjustment procedure using

multiple indices monitoring
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Abstract

By analyzing test-score data from 1997–2005 for students who took the National Cen-
ter’s “Geography and History” test, it was learnt that the mean difference data was
insufficient to discover the difference in distributions. We propose a new score adjust-
ment procedure, “multiple indices monitoring,” that can be used to detect the difference
of distributions by analyzing two or more indices such as the SD differences, the skew-
ness differences, the kurtosis differences, the decile score differences, the mean absolute
differences, the root mean square differences, and the mean differences using the full-
information maximum likelihood method.

Key words: score adjustment, geography and history, missing at random (MAR), full-
information maximum likelihood method.
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